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高度経済成長期を終え、減ったとはいえ未だに�
毎年80万戸以上の新築住宅が建設されている。�
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出典　国土交通省建築統計年報  6 
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人口	

総務省　平成20年住宅・土地統計調査、日本の統計人口世帯	

1943 1948 1953 1958 1963 1968 1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 

世帯数	 1,385 696 1,743 2,037 2,420 2,850 2,873 3,219 3,470 3,741 4,077 4,392 4,686 4,960 

ストック数	 1,391 713 1,793 2,109 2,559 3,081 3,106 3,545 3,861 4,201 4,588 5,025 5,389 5,759 

空き家	 0 9 36 52 103 171 172 268 330 394 448 576 659 757 
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人口	

総世帯数を大きく超え13％の空家率でも�
建て続け、増え続ける住宅ストック数。�
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1994  1995  1996  1997  1998  1999  2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006  2007  2008  2009  

世帯数	 3,670  3,694  3,728  3,746  3,753  3,780  3,812  3,846  3,872  3,894  3,912  3,918  3,977  3,972  4,008  4,019  

ストック数	3,537  3,595  3,649  3,705  3,753  3,798  3,838  3,868  3,892  3,914  3,936  3,955  3,975  3,992  4,006  4,018  
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「Wohnen und Bauen in Zahlen 2010-2011」2011年5月、Bundesministerium Verkehr, Bau und Stadtentwicklung	

ドイツの総世帯数は約4019万世帯、都市計画で�
計画的に調整された住宅ストックも約4018万戸。�
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ドイツでは都市計画の段階から、�
長期スパンで人口・世帯数・既存住宅件数を�
考えて計画的に新築件数をコントロールしている。�9 



人口・世帯数に合わせて住宅戸数を都市計画や�
住宅建築基準厳格化などでコントロールしない限り、
市場原理だけでは業者は新築住宅を造り続け、�
供給過剰な不動産の価値は下がり続ける。�
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Composite of Tokyo Metro Area 

Tokyo 

Kanagawa  

Chiba 

Saitama 

東証住宅価格指数の指数値（首都圏総合・東京・神奈川・千葉・埼玉）	
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ドイツでは新築から�
リフォームへと建設産業をシフト�

ストック（０８年）�
住宅建物棟数：1,795万棟�
住宅戸数：3,927万戸�
　戸建：1,131万戸�
　2世帯住宅：358万棟（716万戸）�
　集合住宅：307万棟（2,080万戸）�
　集合住宅の平均世帯数：6.8世帯�
　持ち家率：43.2%� 新築（09年）�

建築許可数：17.8万戸�
　新築の住居：15.4万戸�
　　戸建：7.5万戸�
　　2世帯住宅：1.5万戸�
　　集合住宅：6.2万戸�
　　寮、介護住居など：0.24万戸�
　　住居建物内の店舗：0.33万戸�
　　建設許可の必要な大改築2.1万戸�
�
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新築（ローン） 
3.19%最大50,000ユーロ 
-KfW40:利子免除10% 
-KfW55:利子免除5% 
-KfW70:利子免除無し 

EnEV2009の優遇�

KfW40:EnEV基準の40%(一次エネルギー）、55%(熱損失係数） 
KfW55:EnEV基準の55%(一次エネルギー）、70%(熱損失係数） 

新築には補助金は一切なし。ただし、基準より大きく
向上した省エネ性能住宅のみ利子免除が与えられる。�

KfW Bankgruppe	12 



EnEV2009の優遇�
リフォーム（ローン） 

2.32%最大75,000ユーロ 
-KfW55:利子免除12.5% 
-KfW70:利子免除10% 
-KfW85:利子免除7.5% 
-KfW100:利子免除5% 

-KfW115:利子免除2.5% 

リフォーム（補助金） 
-KfW55:17.5%補助 
-KfW70:15%補助 

-KfW85:12.5%補助 
-KfW100:10%補助 
-KfW115:7.5%補助 

-小規模:5%補助 

KfW40:EnEV基準の40%(一次エネルギー）、55%(熱損失係数） 
KfW55:EnEV基準の55%(一次エネルギー）、70%(熱損失係数） 

リフォームには手厚い�
補助と利子免除。�

KfW Bankgruppe	13 



Bundesministerium Verkehr, 	14 



Mrd.Euro(zu Preisen von 2000)	

Wohnungsbauvolumen nach Neubau und Bestand1995 bis 2006	

Datenbasis:BBR-Wohnungsmarkt-Beobachtungssystem,DIW Bauvolumen BBR Bonn 2007	

Neubau(新築） 
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住宅建物の建設費総額の推移�

ドイツは人口減少時代に合わせて�
新築からリフォーム中心へと政策シフト。�
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ドイツでは新築から�
リフォームへと建設産業をシフト�

一般リ
フォーム�
50%�

省エネリ
フォーム�
26%�

新築�
24%�

DIW:Strukturdaten zur Produktion und Beschäftigung im Baugewerbe - Berechnungen für das Jahr 2010	

ドイツの2010年建設業総工事額�

2,359�
億ユーロ�

1,178�
億ユーロ�

568�
億ユーロ�

613�
億ユーロ�

建設業全
体	

リフォー
ム全体	

一般リ
フォーム	

省エネリ
フォーム	

新築	

住宅	 1,563  1,222  876  346  341  

非住居	 796  569  302  267  227  

総合計	 2,359  1,791  1,178  613  568  
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76％がリフォーム売上、省エネ�
だけでも新築よりも大きい。�

16 
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例1(出典：ドイツ国土交通省）：�
2006年～2010年末までに�
68億ユーロの省エネ改修助成�
�

1.  この際に民間投資が840億�
ユーロ引き出される�

2.  助成1に対して、民間12の�
投資を誘因�

3.  合計908億ユーロが省エネ�
リフォームに投資された�

エネルギー改修における�
経済的な効果�

助成金	
7% 

民間投資	
93% 

投資額
908億�
ユーロ	
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例2(出典：ドイツ国土交通省）�
2009年に22億ユーロ助成�
�

1.  この際に民間投資が183億�
ユーロが引き出される。�

2.  助成1に対して8.3の投資効果�
3.  30万人/年の雇用の確保効果�
（ほとんどが地域の中小企業）�

4.  消費税（19%）消費税増加分�
だけで22億ユーロと、投下し�
た助成金以上の税収を獲得。�

エネルギー改修における�
経済的な効果�
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例3(出典：ドイツ国土交通省）�
2010年に15億ユーロ助成�
�
      34万人/年の雇用の確保�
　（地域の中小企業中心）�
�
地域経済活性化に大きく影響�
する省エネリフォーム（断熱�
改修）には、手厚い補助金と�
利子免除を実施。�

エネルギー改修における�
経済的な効果�
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例4(出典：ドイツ国土交通省）�
2012年度の省エネリフォーム�
の予算計上�
�
1.  民間への省エネリフォーム�
助成は15億ユーロ�
　�

2.  公共建築への省エネリフォ�
ームの予算は0.9億ユーロ�
　�

3.  住宅公社への省エネリフォ�
ームの予算は4.1億ユーロ�

エネルギー改修における�
経済的な効果�
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例5(出典：ドイツ経済研究所：DIW）�
住宅公社への省エネリフォーム助成の経済的な効果調査の結果�
�
1.  1ユーロの助成（国・州）で、公社＋民間は7.1ユーロ投資�
2.  助成100万ユーロに対して・・・�

エネルギー改修における�
経済的な効果�

A.  GDP500〜1,180万ユー（90%が地域の中小企業）�
B.  雇用100〜217人（同じく中小企業）�
C.  社会福祉削減効果100〜220万ユーロ�
D.  税収増加88〜200万ユーロ�

まさに「打ち出の小槌」政策！�
21 
21 



エネルギー改修における�
経済的な効果�

1.  省エネリフォームは「海外に流出して
いた20年分の光熱費が職人の手間賃
に代わる」最高に効果のある経済対策
と言われている。�

�
2.  リーマンショック後にドイツ政府が�
最初に打ち出した緊急経済対策は�
「断熱リフォーム補助金積増し」�

3.  地域にとって「省エネ住宅」とは、低
金利で眠らせている個人預金を地域経
済活性化に活用する優れたシステム。�

�
�
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良質な住宅の定義は？�

安全性�

資産性�

環境性�
省エネ性能 
創エネ性能 
省CO2性能 
持続可能性	

長寿命・耐久性能 
立地・都市計画 

省エネ性能 
デザイン	

耐震性能 
耐火性能 
健康性能 

省エネ性能 
 

快適性能 
省エネ性能 
間取・動線 

居住性�

23 
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1.  最大の理由はここ10年で2倍以上に
なったエネルギー価格の高騰と環境
税などのエネルギー付帯費用の上昇。�

2.  住宅ストックの居住快適性能には、�
省エネ性能が最も影響がある。�
（例：パッシブハウスなど高レベル
の高気密・高断熱住宅→健康、豊か
さなどのイメージ）�

3.  省エネリフォームによる内需拡大が
もたらす地域経済活性化やエネル
ギー安全保障能力の向上。�

ドイツでは、良質な住宅ストック
として「省エネ性能」を第一義に�

24 
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日本の耐震性能の表示制度は？�

既存住宅では？�
�

耐震性	

S53年 
宮城沖地震	

H7年 
阪神淡路 
大震災	

Ｓ５６年 
新耐震基準	

Ｈ１２年	
木造基準強化 

震災の教訓 
により改正	

既存住宅市場では、築年数で新耐震基準適合の有無を
判断する事が多い。�

既存住宅流通市場において
は、重要事項説明にて耐震
診断の有無を表示する義務
があるが、未調査という選
択肢があるため、実質あま
り機能せず。�

25 



日本の省エネ性能の表示制度は？�

現在のラベルは、次世代省エネ基準を達成しているかどうかの
2択制。ユーザーとしては次世代省エネ基準自体がよくわから
ず、一番知りたかった光熱費がどの位かかるのかは分からな
い・・・�

26 



日本の省エネ性能の表示制度は？�

購入した製品の基本性能である「燃費がわからない」なんて、
住宅以外の製品では考えられません。�

36km/L  	

250kWh/年	

27 



日本の省エネ性能の表示制度は？�

現在住宅のエネルギー量評価では「一次エネルギー」、単位と
して「GJ」が使用されています。ところが一般の住まい手は、
「一次エネルギー」が何たるかを知らず、「GJ」とはどんな
単位なのかも知りません。�

一次
エネ
ルギ
ー？
�

ギガジュール？�

28 



「低炭素社会に関する�
特別世論調査」の概要�

出典：内閣府政府広報室�29 



「低炭素社会に関する�
特別世論調査」の概要�

出典：内閣府政府広報室�

４ 「低炭素社会」をつくるための重要な取組について	

30 



「低炭素社会に関する�
特別世論調査」の概要�

出典：内閣府政府広報室�31 



「低炭素社会に関する�
特別世論調査」の概要�

市民の９割以上が低炭素社会を実現
すべきと考えており、その為には住
宅や車を低燃費化する必要がある事
を理解しているのですが、自分たち
の財布から出せる金額は、�

　�

「月１,０００円以下！」�

　�

が限界と考えている。�

32 



「低炭素社会に関する�
特別世論調査」の概要�

環境には「年間約1万円！」�
つまり・・・環境性能だけ表示しても、
あまり市民の動機づけにはなりません。�

＝

33 
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これまで	
	

	

現　状	

　新築住宅に占める省エネ住宅の割合は、平成20年度までは1～2割程度と推計していたが
、住宅エコポイントの申請状況を勘案すると平成23年は5～6割程度まで上昇していると推計。 	

【新築住宅における省エネ判断基準適合率の推移】	

2006年4月より省
エネ措置の届出を
義務付け	

2010年4月より省エ
ネ措置の届出対象を
拡大	

（単位：％）	
・住宅エコポイントの申請状況を勘案すると、平
成23年は省エネ判断基準適合率が５～６割程
度まで上昇していると推計しているところ。	

【新築の申請戸数】	

【住宅エコポイント申請戸数（平成23年9月末）】	

１～９月の月平均申請戸数：35,973戸	

（１～９月の住宅着工平均：69,460戸）	

35,973　／　 69,460　＝　51.8　％　	

※　2009年度までは2010年度における住宅の断熱水準別戸数分布調
査による推計値、2010年度は住宅エコポイント発行戸数（戸建住宅）、
省エネ法の届出調査（共同住宅等）による推計値（暫定値）	

2010年3月より住宅
エコポイントの発行
開始	

出典：国土交通省	

新築における省エネ住宅の割合について	

34 
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省エネ住宅の普及には義務化より
インセンティブ制度が良い。�

補助金をくれるのならば、話は違います。�
住宅エコポイントで省エネ化は一気に進む。�

住宅エコポイント�
�

2010年に創設された住宅
エコポイントの効果は非常
に高く、わずか30万ポイ
ント（30万円相当）にも
かかわらず、大きく住宅購
入の動機付けとなった。�

35 



既存住宅では築年数だけでは、�
省エネ性能は区別できません。�
省エネ性能として「家の燃費」�
の基準（ものさし）が必要です。�
（具体的な光熱費が分かるもの）�
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【新築住宅における省エネ判断基準適合率の推移】	

（単位：％）	 出典：国土交通省	

日本では「家の燃費」の基準�
（ものさし）が必要�

36 



エネルギーパスとは？�
�
EUでは、自動車と同じように、�
「家の燃費」を表示する義務が�
ある。�
�
これは、中古物件でも、賃貸、�
売買するなら所有者はエネルギー
パスを準備しておかなければなら
ない。�

日本では「家の燃費」の基準�
（ものさし）が必要�

37 



エネルギーパスで�
�

「家の燃費」�
�
が明示されると、日々支払って
いる光熱費に大きな影響があり、
住宅の省エネルギー性能は、不
動産価値判断基準として大きな
要素となる。�

日本では「家の燃費」の基準�
（ものさし）が必要�

38 



エネルギーパスの発祥はドイツ
EU全土、及び中国も採用！�

出典：DENA�39 



日本でエネルギーパスを�
導入するべき3つの理由！�

1. 世界的なエネルギー資源　
（化石燃料資源）の高騰�
�
2. 省エネ化が遅れている家庭
部門と業務部門で省エネ化
が急務。�
�
3. 光熱費低下だけではなく、�
快適・健康性能などの生活
の質が向上�
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北海油田、例えばノルウェー北海油田のピークオイルは、
1999年にすでに到来している。�
�

1.  世界的なエネルギー資源　  　�
　（化石燃料資源）の高騰�
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BPがメキシコ湾の水面下1,500mでなぜ原油を採掘しなけ
ればならないのか？ブラジルは水面下5,000mでの採掘開始�

1.  世界的なエネルギー資源　  　�
　（化石燃料資源）の高騰�
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単位：USドル/1000立方メートル　出典 ： IMF - Primary Commodity Prices	

原油の国際価格の推移（年単位）	

1.  世界的なエネルギー資源　  　�
　（化石燃料資源）の高騰�
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人口	 保有台数 
（百万台）	

人口あたり 
保有台数（台）	

日本	 1.2億	 ５８	 ０．４５	

アメリカ	 3.1億	 １３８	 ０．４５	

イギリス	 0.6億	 ３１	 ０．５１	

フランス	 0.6億	 ３１	 ０．５０	

ドイツ	 0.8億	 ４１	 ０．４９	

中国	 13.4億	 ３２	 ０．０２	

インド	 12.2億	 １３	 ０．０１	

資料：社団法人自動車工業会、総務省統計局	

世界各国の四輪乗用車保有台数（2007年）	

経済先進国では車を約2人に１台を保有しているが、�
中国・インドの車保有割合は５０～１００人に１台。�
世界の自動車の数は約３億台。中国とインドだけでも�

経済成長と共に7〜10億台自動車が普及する可能性がある。�
44 



今後進む化石燃料の価格高騰に備え、出来るだけエネルギー
の必要ない建物にする必要がある。「これが世界の結論。」�
ドイツでは日射遮蔽は義務。ドイツでは超断熱・高気密が義
務（新築では断熱材は20センチは必要）�
�

1.  世界的なエネルギー資源　  　�
　（化石燃料資源）の高騰�
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2.省エネ化が遅れている家庭部門�
      と業務部門で省エネ化が急務！�

省エネルギーと再生
可能エネルギーを新
たな基幹的な柱とす
るエネルギー・環境
戦略を構築する。�

内閣府エネルギー�
環境会議事項�

出典：内閣府エネルギー環境会議�46 
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2.省エネ化が遅れている家庭部門�
      と業務部門で省エネ化が急務！�

夏のピーク電力の内訳の、実に７０％以上を家庭部
門と業務部門が占めている。�
� 出典：夏季最大電力使用日の需要構造推移（東京電力管内）	
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2.省エネ化が遅れている家庭部門�
      と業務部門で省エネ化が急務！�

家庭部門のピーク電力の約半分はエアコンで消費さ
れている。�

出典：夏季最大電力使用日の需要構造推移（東京電力管内）	
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2.省エネ化が遅れている家庭部門�
      と業務部門で省エネ化が急務！�

業務部門のピーク電力でも約半分はエアコンで消費
されている。�

出典：夏季最大電力使用日の需要構造推移（東京電力管内）	
49 
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2.省エネ化が遅れている家庭部門�
      と業務部門で省エネ化が急務！�

冬のピーク電力は夏のピーク電力に比べて総量は少
ないが、ピーク時間帯が長い。�

出典：経済産業省冬の節電メニュー	
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2.省エネ化が遅れている家庭部門�
      と業務部門で省エネ化が急務！�

夏も冬もピーク電力の�
原因の約50％は�

「空調=エアコン」�
です。建物の躯体性能
が悪く、電気を沢山使
わないと室温を快適に
保てないのが今の現状
です。結果、建物の裏
は室外機だらけ・・・�
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2.省エネ化が遅れている家庭部門�
      と業務部門で省エネ化が急務！�

今必要な電力ピークカット、建物の省エネ化にて冷暖房を�
「エネルギーフリー」（断熱・気密・日射遮蔽）で抑える事。�
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住宅政策は機械類よりも、居住性に最も影響の強い躯体性能が
中心であるべき。規制や政策誘導は、まずは建物の躯体品質
（1.省エネ）次に設備の効率（2.高効率化）最後に太陽光発電
（3.創エネ）という優先順位で正しく実行する必要がある。�

住宅の省エネルギー性能として
は、大きく3種に分かれる。�
�

1.  建物の躯体の品質（省エネ）�
�

2.  設備の効率化（給湯や冷暖房
設備などの高効率化）�
�

3.  再生可能エネルギーによる�
発電（創エネ）�

3.光熱費低下だけではなく、快適　　�
　健康性能などの生活の質が向上�
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2.省エネ化が遅れている家庭部門�
      と業務部門で省エネ化が急務！�

1.  再生可能エネルギーは住宅政策
とは切り離すべき�
�

2.  エネルギー生産は、エネルギー
政策として住宅政策とは別に議
論・政策誘導するべき�
�

3.  欧州の経験では、再生可能エネ
ルギーの推進と既存大型エネル
ギー施設の縮小によって、大き
な雇用が生み出されている�

環境を意識して、再生可能エネルギーやさらに先の蓄電池に手�
を出す前に、まずは躯体性能を世界標準に合わせる所から！�
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「温度のバリアフリー」は健康住宅の絶対条件�

「冷えは万病のもと」�
�

住宅の躯体性能が悪い状態で
（省エネ対策が十分に進んでい
ないのに）、費用対効果に優れ
ない蓄電池や、HEMSなど高価
な機械類を施主に購入させ、電
力消費のピークシフトを実現す
る事には問題がある。（電力
ピークは建物躯体性能の低さが
原因）�

3.光熱費低下だけではなく、快適　　�
　健康性能などの生活の質が向上�
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日本人は毎年必ず冬に多く亡くなっている。�
出典：近畿大学岩前篤教授	56 



血管・呼吸器系など多数の死因が冬増加。�
出典：近畿大学岩前篤教授	57 



断熱不足で、南下するほど室温が低下！�

出典：近畿大学岩前篤教授	58 



ここ50年間いつも冬に多くの人が亡くなっている。家の中�
での温度差が起こすヒートショックによって。その人数は�
交通事故よりも多い。�

3.光熱費低下だけではなく、快適　　�
　健康性能などの生活の質が向上�
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住宅の断熱・気密性能が高いと災害時などで一時的にエネル
ギーが途絶えても、「自然室温」が高い。災害対策としても、
住宅の断熱・気密性能は重要！�
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良質な住宅ストック増大の為に�
木造住宅の寿命を60年以上に！�

耐震性能�

健康性能�

省エネ性能�

快適性能�

既存住宅流通市場の活性化には、築年数ではなく、耐震、�
省エネ、健康、快適性能などの建物の質の向上が不可欠！�
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耐震性や維持管理を築年数でザックリ判断して、
30年で寿命と考える不動産評価が一般化して
おり、質の向上の大きな障害になっています。�

財団法人 不動産流通近代化センター	

出典：不動産流通近代化センター価格査定マニュアル 

5-6．価格査定の評点（建物）  	
■主な項目の評点等の例	 	 

内装設備の維持修繕状況

0.90 0.95 1.00 1.05 1.10

悪い	 （リフォームが行われていない、又は維持管
理の状態が非常に悪い）

劣る	 （リフォームが行われていない、又は維持管
理の状態が良くない）

普通	 （現状のまま住むことができる）

良	 （リフォームや維持管理の状態が比較的良い）

優良	 （リフォームや維持管理の状態が非常に優れ
ている）

（評点）

★内装設備の維持修繕状況が良いほど、評点は上がり評価額は高く
　	 査定されます。

（標準

±０点）

21.1%

18.6%

17.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

５年前に全面補修・取替工事を行ったケース

５年前に点検・部分補修を行った、あるいは
　　点検を行い補修工事不要であったケース

査定前の点検周期（６年）内に点検を
　　全く行っていないケース

★点検周期内に補修・取替工事を行っていると、現価率は上がり評価額は
　	 高く査定されます。

※築２０年の物件（Ｂ級仕様／標準的な住宅）の場合

（現価率）

屋根・外壁の修繕履歴の違いによる査定評価（現価率）の変化

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30

屋根及び外壁の点検・補修なし

屋根及び外壁の点検・全面補修あり

28年目
屋根	 全面補修

18年目
外壁	 全面補修

（経過年数）

（現価率）

II 「戸建住宅を売る時」目次へ戻る → 
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良質な住宅ストック増大の為に�
木造住宅の寿命を60年以上に！�

「後何年持つのか？」を調査す
るのではなく「60年間持たせ
るには？」というスタンスで建
物を調査し、痛んでいる木材を
交換すれば十分に使用できる住
宅は多い。�
その為にも、築年数の影響力を
下げ、耐震性能や省エネ性能な
どの質要素の影響力を強化する
必要があります。�
�
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良質な住宅ストック増大の為に�
木造住宅の寿命を60年以上に！�

木材は構造材になるまでに、�
「伐採までに最低60年以上必要」�
住宅を30年で建替えていたら、�
�
「木材は再生可能資源ではない！」�
�
持続可能性という観点からも、�

「木造の寿命は最低60年」�
と再定義する必要があります。�
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良質な住宅ストック増大の為に�
木造住宅の寿命を60年以上に！�

持続可能性とは？�
�
人間活動、特に文明の利
器を用いた活動が、将来
にわたって持続できるか
どうかを表す概念です。�

「持続可能性」という言葉が、積極的に世界ではじめて使われるようになったのは、ドイツ
の木材生産、つまり林業の分野でした。ドイツ語では「Nachhaltigkeit」と呼ばれます。こ
れは森に生えている木、つまり森の木材のストック（蓄積）を減らさないで、ある一定期間
に生長した分だけ収穫することで、永続的に森林機能を維持し、森の利用を続けることがで
きるという「近代林業」を表すキーワードとして、今から250年前から使われはじめました。�
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不動産業者、従事者の�
モラル・マナーについて�

「専任物件情報の抱え込み」�
「おとり広告」など、大切な
資産を扱う仕事にも関わらず
職業倫理やマナーの低下が不
動産業界全体で見受けられま
す。�
�
良質な住宅ストックを取り扱
う不動産業者自体の、接客
サービス業としてのサービス
の質低下が懸念されます。�
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出典：住宅新法	67 



不動産業者、従事者の�
モラル・マナーについて�

法的知識を中心とした、安全な取
引の為の「宅地建物取引主任者」
の他に、接客サービス業として、
お客様と接する社員全員が取得す
るような新たな資格制度創設が望
ましい。�
�
民間で既にRSP協会の運営する、
不動産仲介士という資格もあり、
職業倫理・マナー等の仲介サービ
スの質向上に適した内容となって
いる。�
�
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まとめ�

1. 環境性能としてだけではなく、�
消費者目線での「家の燃費」表示制度を導入。�
�
2. 「木造住宅の寿命を最低60年」と再定義し、
質の向上リフォームを促進。�
�
3. 宅地建物取引主任者とは別に、「不動産仲介業
の従事者全員取得の新資格制度」を検討。�
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